
平成２８年９月教育委員会会議（定例会）会議録
１　日　時　　平成２８年９月２３日（金）午後１時３０分～午後３時２５分
２　場　所　　所沢市役所６階　６０２会議室
３　出席者         内藤隆行教育長

［委　員］大岩幹夫教育長職務代理者、吉本理委員、中川奈緒美委員、
寺本彰委員、清水国明委員
　　　　 ［事務局］美甘寿規教育総務部長、田中和貴学校教育部長、堺俊彦学校教育部次長兼学校教育課長、木村立彦文化財保護担当参事兼文化財保護課長、市川雅美教育総務課長、深谷康博教育総務課主幹兼教育企画室長、末廣和久教育施設課長、安田幸雄社会教育課長、海老沢康子スポーツ振興課長、倉富恵理子生涯学習推進センター所長、中村まさみ所沢図書館長、結城尊弘学校教育課教育指導担当主幹兼健やか輝き支援室長、川上一人保健給食課長、米澤三八子教育センター所長
　　　　　［書記］ 名雪晋祐教育総務課主任
４　前回会議録の承認
５　会議の傍聴者　なし
６　開　会　　　本日の議案は、議案第１７号から議案第１９号までの３件。
　　　　　　　　なお、議案第１９号については、個人情報を扱うため、所沢市情報公開条例第７条第２号及び第２５条第２号に基づき、非公開としたい旨の発議があり、出席委員全員が賛成し、非公開で審議されることに決定した。
７　議　題
●議案第１７号　所沢市いじめ問題対策委員会委員の委嘱について
資料に則り、堺学校教育部次長兼学校教育課長から以下のとおり説明がなされた。
今回の平成２８年度所沢市いじめ問題対策委員会委員の委嘱については、本年
６月に本市PTA連合会総会でのPTA会長の交代に伴い、新たなPTA連合会会長に委嘱をするものである。

いじめ、不登校、自殺などの児童生徒の問題の多くは、思春期を迎える子ども自身の問題だけでなく、第一義的責任を負う家庭が基盤となり、子どもたちが通う学校と家庭が互いに信頼し合う中で解決していくべき重要課題である。直近の取組としては、子どもたちが夏休み明けに再スタートが切れるよう、休みがちであった児童生徒に対し、家庭と協力してきめ細かな対応を行ってきたところである。最近では、携帯スマートフォンでの行き違いやネットトラブルがいじめや不登校につながる事例もあり、家庭の協力なしでは解決できないのが現状であるため、いじめ問題対策委員会をより実効性のある協議を行う場としていく所存である。

なお、いじめ問題対策委員会は１５人以内で組織されることとなっており、現在１２人の委員に委嘱しているが、残り３人の枠については、今後、想定外のいじめによる重大事態が発生した場合に、事例に応じた専門的な立場からの意見をいただいたり、臨時で必要な分野の専門的委員を委嘱したりできるように配慮したものである。

　　　平成２８年度は第１回の定例会を終えており、９月２７日に第２回、１月２４
日に第３回を予定している。尚、緊急事態発生の場合は、随時、開催する予定で
ある。
以下、質疑。
(吉本委員）

これまでに、緊急事態として取り上げられる可能性のあった事案はありますか。

(堺学校教育部次長）

これまでのところは、ありません。

(清水委員）

インターネットを介したいじめが問題になっていますが、そのような分野に精通した方は、委員の中にいらっしゃいますか。

(堺学校教育部次長）

情報教育の第一人者である大学名誉教授やこの分野に精通している警察ＯＢがいらっしゃいます。
(清水委員）

インターネットによるこれまでに無かったいじめのパターンが出てきている状況があるため、専門家に指示を仰いで、インターネットを使ったいじめから身を守る方法を指導していくことも必要だと感じます。
(寺本委員）

「所沢市いじめ対応マニュアル」は、どの程度周知されているものですか。
(堺学校教育部次長）
マニュアルは各学校に配布しており、これに則って、学校ごとに独自のマニュアルを作成しています。
(寺本委員）

マニュアルを配布するだけではなく、このマニュアルを使った研修会を開くなどの対応をすると良いと思うのですが。
(堺学校教育部次長）
各学校で、マニュアルをどう活用していくかという研修を行っております。
(寺本委員）

生徒指導担当など一部の教員だけではなく、全ての教員がいじめの定義やマニュアルを熟知している必要があると思います。また、気になることがあったら、すぐに校務用パソコンに入力できるなどの仕組みになっていないと、後追いの対応になってしまうのではないかと考えます。
インターネットを介したいじめへの対応は、いじめ問題対策委員の中にいる専門家だけが背負うのではなく、各学校でこの問題に精通したメンバーを選出して、そのメンバーで集まって研修会を行うなどの仕組みを作ると、市としての対応が早くなるのではないかと思います。

あくまで、いじめに対する前線は、担任の先生であると考えます。そのような前線で、「これはいじめに該当する」と判断されたら、すぐに生徒指導部会が臨時に開かれるようになっているなど、速やかに情報が伝わるシステムが、一部の学校だけではなく、市内全校で作られているというレベルになっている必要があると思います。
（内藤教育長）

　　学校教育部から、いじめに対する取組について説明していただけますか。

(堺学校教育部次長）
　　学校では、校内指導体制の確立、一人一人の良さを発揮して伸ばす生徒指導、及びいじめや暴力行為等の発生時に組織的に対応する体制の整備を進めています。

家庭・地域・関係機関との連携としては、安全・安心な学校と地域づくり推進会議に基づいて、それぞれの中学校区で支部会議を開催し、各地域における生徒指導時の諸問題に対して、学校・家庭・地域・関係機関が一体となって、様々な取組を行っています。また、地域の方にもご協力いただきながら、「地域の子どもは、地域で育てる」という意識の醸成を図って、非行・問題行動の防止に取り組んでいます。
教育委員会では、学校教育課に設置している「健やか輝き支援室」において、学校における様々な問題解決に取り組んでおり、経験豊かな校長ＯＢや安全・安心対策推進委員が、学校や地域の巡回、登下校の見守りなどを行い、各学校の現状把握や課題解決に努めています。また、いじめ問題対策委員が、家庭訪問や保護者との面談を行ったり、各学校への非行防止教室の開催を行ったりしていることに加え、ネットトラブルの未然防止にも取り組んでいます。　　

今後も、現状を把握することを最優先に考え、必要に応じて直接指導主事が対応を行い、各学校の指導に基づいて、より効果的な問題解決に向けて指導・支援を行っていきます。
（大岩教育長職務代理者）
いじめの問題が起きると、学校や教育委員会が攻められる傾向にありますが、学校は普段から一生懸命いじめの問題に対応しているはずだと思います。学校が攻められる対象になる一方、いじめた加害者側の親が話題に出ることがあまりない印象を受けます。いじめを行っている子が養育期に親からどのように育てられたのか、そのような視点が語られることが少ない気がします。
学校が一方的に攻められてしまう現状について、どのような対応ができるのか、日常的にいじめ問題対策委員会でも話題にしていただけると良いのではないかと思います。

(清水委員）

インターネットによるいじめは、親が把握することは難しいと思うので、子どもが自分で身を守れる防御方法を構築して伝えてあげる必要があるのではないかと思います。例えば、匿名メールによる攻撃を受けた場合に、それを先生や学校に転送すると、攻撃者を特定してくれるシステムを作れれば、攻撃者も減るだろうし、被害者側も、いじめられている現状を把握してもらえているという安心感につながると思います。
(吉本委員）
これまでのところ、この委員会は定例会のみの開催であるとのことですが、いじめは、毎日のようにどこかの学校で起きていると思うので、委員会をシステムとして機能させる意味でも、専門の方がせっかく揃っているので、重大事態と判断されていない事案でも委員会に諮ってみてはどうかと思うのですが。
(内藤教育長）
この委員会の目的は、市としての方針を教育委員会としてどうするかということに関して意見をいただくということと、重大事態（殺人や自殺など命に関わる内容等）が発生した際に事実関係を調査することにありますので、学校の日常的な個別の事案に関しては、基本的に学校の組織体制とそれを支援する教育委員会の常設の支援委員会で対応していくことになります。
(中川委員）

「所沢市いじめ対応マニュアル」の７ページについてですが、『所沢市いじめ問題対策委員会』と学校の中に組織されている『いじめ問題対策委員会』との間で連携は取られているのでしょうか。
(堺学校教育部次長）

教育委員会が『所沢市いじめ問題対策委員会』と学校の『いじめ問題対策委員会』の双方の核となって連携を取っていますので、連携が図られていると捉えていただいて間違いありません。
(中川委員）

同様に７ページのフローチャートによると、情報の伝達経路が複雑に見えるので、もう少しスピーディーに流れる仕組みがあった方が良いと思うのですが。
(堺学校教育部次長）
フローチャートは、様々なところから情報を集めていることを示しているために、図式化すると複雑に見えてしまうかもしれませんが、実際には情報を得てから速やかに報告が流れるように作っています。
※内藤教育長の採決により、出席委員全員が賛成し、原案どおり可決された。
●議案第１８号　平成２９年度当初所沢市立小・中学校教職員人事異動の方針に
ついて
資料に則り、堺学校教育部次長兼学校教育課長から以下のとおり説明がなされ
た。
　教職員の人事異動については、毎年、埼玉県が「教職員人事異動の方針」及び

「市町村立小・中学校等教職員人事異動方針細部事項」を定め、それに基づき、県内教育界の活性化や、職務経験を豊かにすることによる人材育成等を期して人事が進められている。また、それに伴い、所沢市においても「所沢市立小・中学校教職員人事異動の方針」及び「所沢市立小・中学校教職員人事異動方針細部事項」を定め、本市教育の充実発展を期して、人事異動を進めている。

今年度の埼玉県の人事異動方針については、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」の制定・施行を受け、『１ 基本方針』に、（６）として「女性教職員の個々の能力、適性等を考慮し、積極的な登用に努める。」という方針が新たに加わった。また、『４ 採用等』の（２）に「女性教職員の管理職への積極的な登用に努めるとともに」という文言が加えられ、昨年度は「若手管理職の登用に努める」となっていた表記が、「若手教職員の管理職への登用に努める」という文言に変更された。この改正点について県教育局西部教育事務所に確認したところ、文言は変わったが「若手管理職の登用の推進」という趣旨に変わりはないとのことであった。
　  埼玉県の人事異動方針細部事項については、こちらも「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」の制定・施行、及び、人事異動方針の改訂を受けて、人事異動方針細部事項の『２ 転任・転補について』に（１７）として「女性教職員の異動については、適性を考慮し、個々の能力が十分に発揮できるよう配慮する。」という事項が加わった。
また、『３ 採用等について』の（３）に関し、人事異動方針と同様、「女性教職員の管理職への積極的な登用に努めるとともに」という文言が加わるとともに、昨年度は「若手管理職の登用に努める」とされていた表記が、「若手教職員の管理職への登用に努める」となった。

次に「平成２９年度当初所沢市立小・中学校教職員人事異動の方針」について、以下３点の変更を行うこととする。県の人事異動方針の改訂を受けて、①『１ 基本方針』に、（６）として「女性教職員の個々の能力、適性等を考慮し、積極的な登用に努める。」という方針を新たに加える。②『４ 採用等』の（２）に「女性教職員の管理職への積極的な登用に努めるとともに」という文言を加える。
③昨年度の「若手管理職の登用に努める」との表記を、「若手教職員の管理職への登用に努める」とする。

「平成２９年度当初所沢市立小・中学校教職員人事異動方針細部事項」については、年月日等を今年度用に訂正したことに加え、以下３点の変更を行うこととする。こちらも、県の人事異動方針細部事項の改訂を受けて、①『２ 転任・転補について』に（１５）として「女性教職員の異動については、適性を考慮し、個々の能力が十分に発揮できるよう配慮する。」という事項を加える。②『３ 採用等について』の（３）に関し、「女性教職員の管理職への積極的な登用に努めるとともに」という文言を加える。③昨年度の「若手管理職の登用に努める」との表記を、「若手教職員の管理職への登用に努める」とする。なお、『１ 退職について』の（２）に勧奨退職申し出期日は、県教委の人事異動方針細部事項に基づき、平成２８年１２月８日を「教育長が定める期日」とする。

また、県の人事異動方針細部事項の『２　転任・転補について』の（９）を、今年度も、本市小・中学校教職員人事異動方針細部事項の『２　転任・転補について』の（７）として取り入れている。
以下、質疑。
(寺本委員）

ご説明にあった「女性教職員の個々の能力、適性等を考慮し、積極的な登用に努める」という文言は、具体的にはどういうことを言っているのでしょうか。
(堺学校教育部次長）

「女性活躍推進法」の制定・施行を受けて、女性教職員が、昇進や採用等において性別に影響されることがないようにすることや、女性管理職の割合を増やしていくことを意味していると捉えています。
(寺本委員）

　 管理職に特化した内容として解釈して良いのでしょうか。

(堺学校教育部次長）
管理職に特化しているわけではありませんが、「女性活躍推進法」は１０年間の時限立法となっていて、平成３２年までに女性管理職の割合を全体の３０％にすることを目指すと謳われています。本市では、小学校の女性校長の人数が９名で割合は２８.１％、中学校においては、女性校長がいないという現状がありますので、全体では１９.１％となり、これを目標値に近づけていこうという流れになっています。
(寺本委員）

　女性管理職の割合を増やすことだけが、女性の活躍につながる方策だとすると、他に具体例はないのか、という印象を受けます。

 (吉本委員）

管理職というのは、ワーキングオーバーな世界だと思うが、そういう状態への対策なしに、とにかく管理職に登用しなさいということなのか、それとも、ワーキングオーバーな部分を補助しますということが、前提としてあるのかどうかということが気になります。

また、以前、自分の子どもの入学式に出席するために、職場の入学式に出席できなかった教員がいたことがあったが、所沢市の教育委員会として、そのようなことが起きた場合は、このように対応してあげますよ、ということが決められているのかどうかをお聞きしたいと思います。
(堺学校教育部次長）
ご質問のあった具体例に関して、市で何か決まりを定めてはいませんが、女性だからということで、不利になることがないように、また人事異動の方針にある「女性教職員の個々の能力、適性等を考慮し」という部分に則って、ご指摘のあったワーキングオーバー等についても配慮していきます。
(中川委員）

女性管理職の割合だけを増やせば良いという考え方があるとしたら、賛成しかねるところです。女性管理職の割合を増やすために、試験の判定を女性だけ甘くしてしまうなどがあってはいけないと思うので、やはり、適性の有無をもって判断していただきたいと思っています。
また、一つ感じることは、女性は控えめな方が多いのではないかということです。ご本人は、「私は管理職には向かない」と思っていても、素晴らしい能力を持っている方はいると思うので、もしそういう女性がいるのであれば、周りの方が盛り立てて、管理職にチャレンジする自信をつけてあげたり、育ててあげたりすることができる職場環境があれば、結果的に女性管理職の割合が増えるのではないかと思います。そのような雰囲気が職場に醸成されることを期待します。　
(清水委員）

民間の経営者と話す機会が良くあり、人材の問題で皆さん苦労しているようなのですが、「これから採用するとしたら、女性のみを採用する」と言っているベンチャー企業の社長がいます。私の周囲で結果を出している会社を見ると、どの会社も、女性が要職を占めています。そういう状況を見ていると、女性が活躍していない業界は、時代に遅れていくのではないかと思いますので、教育の世界でも、女性がより活躍できる環境が整っていくと良いのではないかと思っています。
(大岩教育長職務代理者）

市の人事異動の方針の『１ 基本方針（４）』にある「…他市町村教育委員会の理解を得て…」という文言と、『１ 基本方針（５）』にある「…全県的視野から適切な配置に努める」という文言、及び市の人事異動方針細部事項の『２ 転任・転補について（１３）』にある「…他市町村間の異動に努める」という文言は、県の立場から見れば自然に読み取れる表現になっていますが、市の立場から見たときに、より相応しい文言を検討していただけると、さらに良い内容になるのではないかという印象を持ちました。
（内藤教育長）

確かにご指摘いただいた要素もあるかと思いますが、他市町村と協力しながら進める場面もあると思いますので、そのような視点で考えてみると、市の立場から見たときにも通じるところのある表現である、という見方もできるのではないかと思います。
(寺本委員）

市の人事異動方針細部事項の『２ 転任・転補について（９）』にある「…同一校在職１０年以内に異動を行う。特に、７年以上の者については、積極的に異動を行う」ということに関して、今年度８年以上１０年以内の在職者はどれくらいいますか。該当している方がいるとしたら、どういう理由で長期化しているのかが明確になっていた方が良いと思うのですが。
(堺学校教育部次長）
小学校で１８名、中学校で１３名、合計３１名が該当しています。理由は、育休中の場合や、中学校では、担当教科の必要人数の兼ね合いで８年以上になっている場合があります。
(寺本委員）

相談室に勤務している相談員の方に関しては、異動の年限は決まっていますか。
(堺学校教育部次長）
　 ５年となっています。
(寺本委員）

それは、周知されているのでしょうか。

(堺学校教育部次長）
　 校園長会で周知しています。
※内藤教育長の採決により、出席委員全員が賛成し、原案どおり可決された。
●議案第１９号　平成２８年度所沢市教育功労者の表彰について
資料に則り、市川教育総務課長から以下のとおり説明がなされた。

《削　除》
※内藤教育長の採決により、出席委員全員が賛成し、原案どおり可決された。

８　協議事項　学校給食センター再整備について
資料に則り、川上保健給食課長より、以下のとおり説明がなされた。
学校給食施設については、平成２７年度５月の教育委員会会議で所沢市の学校給食のあゆみ、現況、及び課題を報告した。その際、課題としては、給食センターの老朽化について報告を行った。市の庁内の検討組織では、給食調理場の老朽化対策、単独調理場の建設など、学校給食施設全体の今後の整備についての検討を進めてきたところである。
学校給食施設整備を検討するに至った経緯については、平成２１年度まで、単独調理場の建設を優先的に進めてきた。平成２１年度からは、学校施設の耐震化が最優先事業となり、単独調理場の建設は中断しているところである。現在、給食センターは２カ所だが、その２カ所で市の給食の６割を調理提供しており、市の給食事業では、大変重要な施設である。このことから、庁内の検討組織である「学校給食施設整備検討委員会」では、単独調理場の建設を進める間に、給食センターの老朽化により、給食の提供が停止してしまう懸念があることから、給食施設の整備の今後の方向としては、給食センターの再整備を優先的に進める、との方向が合意形成された。
学校給食センターの現状についてであるが、現在の給食センターは昭和５０年、及び昭和５５年に建設されたものである。調理機器は新しいものを導入し、施設の躯体や建屋は計画的に修繕・工事を行い延命しているものの、排水設備などの基幹的な設備の老朽化が進んでいる。基幹設備の改修には相当の期間を要するため、給食の提供を中断させずに、全面的改修を行う期間の確保は困難である。また、大規模な破損があれば、給食が提供できなくなることが懸念される。さらに、古い施設であるため、施設の安全衛生面や調理員の労働環境面でも支障が生じている。
これらのことから、庁内組織で検討するとともに、「所沢市立学校給食センター運営委員会」でも協議をいただいており、学校給食の所管部署としては、今後、学校給食センターの再整備について、準備を進めたいと考えている。
以下、質疑。
(吉本委員）

　  「学校給食施設整備検討委員会」は庁内のどこに所属しているものですか。また、学校給食に係る施設を作る場合、教育委員会ではなく市が作ると考えてよろしいでしょうか。
（川上保健給食課長）

「学校給食施設整備検討委員会」に関しては、経営企画部、総務部、財務部、建設部の部次長及び課長、教育総務部及び学校教育部の部次長で構成されています。
　　また、学校給食施設を建て替えるということになった場合は、教育委員会が事務的な手続きを進めていくことになります。
（内藤教育長）

　　教育財産を作る場合は、当然、市長が契約者になりますし、予算を市長が計上しなければ議会に諮れませんので、最終的には、所沢市として給食センターを改修するという政策決定になります。
（吉本委員）

「学校給食施設整備検討委員会」で検討された内容の報告先はどちらになりますか。

（内藤教育長）
　　各部に報告され、教育長である私の元にも報告がなされ、市長にも報告しています。最終的に教育委員会で意思決定する際には、教育委員会会議で報告させていただくことになります。

（寺本委員）

　　施設を改修する場合、それなりの予算が必要になると思いますが、「学校給食施設整備検討委員会」に参加している部の了解のみで成立するものなのでしょうか。　　

また、給食施設の改修が優先されることで、老朽化した学校施設の修繕が停滞してしまって、例えば校舎の雨漏りがなかなか直らないなどの問題が起きてしまうことはないのでしょうか。

（川上保健給食課長）

このような大きな事業に関しては、財務部が庁内で検討し市民に大きな影響がある事業であることを勘案した上で、こちらの事業に関しても今後進めていくということで調整してきたところです。詳細につきましては、これから調整していくことになります。
（内藤教育長）

　　このことに関しては、大きな意思決定をすることになりますので、様々なレベルで協議を行っているところです。公式な決定というのは、市長を中心とした政策調整会議において、方向性の合意形成がなされます。政策調整会議で方向性が整いますと、教育委員会でも方向性を決めなければなりません。それを受けて、市の最高決定機関である政策会議で諮って、実施に向けた決定をしていただくことになります。具体的な決定にあたっては、市議会に諮っていくことになります。事務局は、政策調整会議や政策会議に向けた準備を現在進めているところです。予算に関しては、教育委員会以外にも影響を与える案件ですので、「学校給食施設整備検討委員会」に、経営企画部や財務部のメンバーが入っているということになります。
（川上保健給食課長）

　　予算の部分に関しては、大きな事業であり、相応の経費がかかるものであるため、事業手法として民間の活力を利用するなども含めて今後検討していきたいと考えています。
（美甘教育総務部長）

　　民間の活力を利用するなど運営のあり方も含めて、財務部や総務部、または政策調整会議で検討を行っており、これから方向性を定めていくことになります。もちろん、経費を最小限に抑えながら、最善の方法を選んで施設の建替えを行うという方向で検討を進めているところです。
（寺本委員）

　　今のご説明にあったように、民間に委託する部分が出てくるかもしれないということは、これまで検討されてきた内容に含まれているのでしょうか。
（美甘教育総務部長）

　　委託、ＰＦＩ方式、直営のどの手法が良いのか、しっかり検証していかなければなりませんし、場合によっては、専門の機関に依頼してリサーチしていくことなども含めて検討を進めていくことになります。今回は、現時点での方向性を本会議でお示しさせていただいて、今後、詳細が定まりご説明できる段階になりましたら、改めて教育委員会会議で議題とさせていただき、その場で出たご意見を政策に反映していきたいと考えています。
（内藤教育長）

ＰＦＩ方式というものは、当初建設費を民間に支出してもらい、一定期間の運営を任せることで、運営費は市で負担するものの、建設費の総額を市が一度に負担することを避けることができるというものです。そのような民間の活力を利用する方法もあり、近隣では、川越市やふじみ野市が導入しています。
（吉本委員）

　　単独調理場の建設や新たな親子給食校の導入を進める間、給食センターが停止するような事態を招かないように、給食センターの再整備を優先的に進めるということですが、給食センターが再整備されることで、単独調理場の建設や新たな親子給食校の導入が必要なくなってしまうということもありえるのでしょうか。
（川上保健給食課長）

老朽化が進んでいる単独調理場がある学校の給食は、再整備された給食センターで対応すべきではないかという意見もあります。事務局としては、できる限り現在の単独調理場を継続させていきたいと考えていますが、児童･生徒数の変動も影響してくることなので、そのときの現状に合わせて柔軟に対応していきたいと考えています。
（大岩教育長職務代理者）

　今後も、給食を安定的に提供することを継続するのであれば、建物の耐用年数が来たら建て直すということは必要なことだと思うので、前向きに検討していただいて良いのではないかと思います。
（中川委員）

　　建替えを行う場合、新たに用地取得が必要なのでしょうか。それとも、今ある場所で建て替えるのでしょうか。
（川上保健給食課長）

継続的に給食を提供するためには、新しい場所に作る必要があります。それに伴い、用地の検討を始めているところです。
（寺本委員）

学校以外の市の施設で給食を提供している場所はありますか。
（美甘教育総務部長）

　　保育園や養護老人ホーム亀鶴園で食事の提供がなされています。
（寺本委員）

今後、保育園や亀鶴園の調理施設も、同様に修繕が必要になることも想定されると思うので、せっかく給食センターを新しくするのであれば、保育園や亀鶴園の調理場を修繕している最中に、学校以外の施設への食事の提供が可能となるような建て方をした方が効率的だと思うのですが。

（美甘教育総務部長）

保育園に関しては、児童福祉施設最低基準により、施設外で調理し搬入する方法は認められていないため、給食センターで作った食事を保育園に提供することは難しいのが現状です。
（清水委員）

食によって、人は作られるので、食の安全・安心は最優先で考えるべきだと思います。アレルギーや遺伝子組み換えなど食材のチェックや調理器具の検査などは積極的に取り組んでいただき、建物の老朽化への対応は優先的に進めていただきたいと思います。
（中川委員）

　　第１学校給食センターと第３学校給食センターのどちらも建て替えるという認識でよろしいでしょうか。
（川上保健給食課長）

新しい給食センターが１つ建ったら、第１学校給食センターか第３学校給食センターのどちらかを建て替えるという方向で考えています。
（中川委員）

　　施設としては、あくまで２つ必要であり、１つに統合するという考えはないということでしょうか。

（川上保健給食課長）

必要な食数を考えると、１つの施設でまかなえるだけの用地を確保することが難しいため、２つの施設で対応することが現実的な状況です。

９　報告事項

○所沢市教育委員会後援等名義使用許可について（教育総務課）
○所沢市教育委員会の９月から１２月までの主な行事予定について
(教育総務課)
　 ○泉児童クラブの学校施設使用について（教育施設課）

１０　その他

・教育委員会会議１０月定例会：１０月２６日（水）午前１０時　　　　　　　　　　　　　

所沢市役所６階　６０２会議室

・教育委員会会議１１月定例会：１１月２２日（火）午後３時３０分　　　　　　　　　　　　　

 教育センター第一研修室
・平成２８年度所沢市教育功労者表彰式：１１月２２日（火）午後１時３０分　　　　　　　　　　　　　

 　　　　教育センターセミナーホール
１１　閉　会　午後３時２５分

